
内在型研究開発マネジメント・システム

桑原裕
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1.緒言

まず，研究開発マネジメントが直面している課題につ

いて考えてみる.課題の第 i は，いわゆる「研究産業時

代j への対応である.研究開発の重要性が増すにつれ

て，これに対する投資が急速に増えつつある.研究開発

への投資が設備投資 (capital investment) を大幅に上

回るような時代を「研究産業時代J と呼ぶが，すでに一

部の先端技術産業は，このような時代に入りつつある.

たとえば，電気産業では，すでに一昨年研究開発費が設

備投資を上回っている. 21世紀には，多くの企業が「研

究産業時代J y.こ入ると考えられる.これへの対応策とし

て「研究開発の生産性向上J が可及的に必要になってく

る.このことは，研究開発マネジメント・システムの一

段の改善を要求する.

第 2 は，研究開発における国際化(グローパリゼーシ

ヨン)が進むにつれて，これに対応できる研究開発マネ

ジメントでなければならないという点である.このため

に，研究開発マネジメントにおいて，わが国の特殊性を

活かした、ンステムの「普遍化」を計ることが急務となっ

てきた.なぜならば，マネジメント・システムが海外か

らも理解され，また海外への移行が可能で-なければなら

なL、からである.すなわち，システムの特性として「移

行性J • r理解可能性J の改善が要求される.

本小論文は，このような課題を持つ研究開発マネジメ

ント・システムに対して，システムの位置づけ・構築の

ために新しく提案した概念「内在性J ・「明示性」の観点

から，現状のシステムと将来期待されるシステムを実現

するための対応について論じる.

2. 研究開発マネジメント・システムに対

する「内在型」概念の適用およびその分析

2.1 r内在型J 概念適用によるシステムの改善

くわはら ゆたか 日立製作所研究開発推進木部
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表 1 マネジメント・システム/ツールの改善方向

第 1 の方向

「外在型j システムー→「内在型J システムへ

(Checkland の類概念で 11-→m)

具体的システム

・研究収益 (RCP) 評価法

.ポートフォリオ法

・プロジェクト中間評価法

・時点価値(Time-V alue-of-Money = TVM) 

評価法

・特許仮想実施料評価法

本小論文で提唱する「内在性J r明示性j の概念を用

いることにより研究開発マネジメント・システムの改善

の方向が明確になり，したがって次世代に要求される新

しいシステム枠組みの設定がしやすくなる. Checkland 

の類概念をもちいた、ンステムの位置づけと「内在性Jí明

示性J によるシステムの新しい方向性把握により 2 つ

の改善方向があることがわかった.すなわち，

第 1 の改善方向: r外在型」システム時「内在型j シス

テム

(Checkland の類概念で E岬m)

第 2 の改善方向: r内在型j システム時「内在性JI明示

性J を強化した「内在型」システム

(改善)

(Checkland の類概念で m時m)

2.2 第 1 改善方向の具体例

表 1 は，第 1 の改善方向の具体例を表わす.この改善

方向のシステム/ツールの例としては，表 Hこ示したと

おり 5 つの評価、ンステムがある.それらの中で，この節

では研究収益 (RCP) 評価法について深く掘り下げる.

他については，次節で説明する.

( 1 ) 企業における研究開発の状況

(a) 研究開発の型分類

日立の研究開発の組織は全部で 9 つの全社研究所があ

り，そこでは工場・事業部からの依頼研究 (Commissi.
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(b) 研究プラニングの年次サイ

クル

図 1 は，研究のプラニングに関す

る 1 年のサイクルを表わしている.

毎年 9 月から 11月にかけて，将来

5 年の長期計画を立てる.これに先

立ち， 6-7 月頃ビジネスの長期戦

略および計画が示され，それを考慮

した研究開発の長期戦略方針が研究

開発のトップから示される.この方

針にそって，各研究所において，そ

れぞれの 5 年計画が立てられ，それ

らが全社的にまとめられて，全体の

長期計画となる.この中で，特に大

きな開発計画およびそれに伴う投資

に関する長期的予想がキイポイント

である.

具体的な研究テーマは，依頼研究

では，研究所と工場・事業部との間

で行なう研究連絡会議で決定する.

この時期は年に 2 回あり，通常 1-

2 月(全テーマについての審議)お

よび 7-8 月(中間討議，主として

大きな方針の審議)である.自発研

究の方は，プロポーザノレ制度により

研究者から提案されるテーマ候補

を，プロポーザル討論会で議論して

決定する.自発のテーマ提案は随時である.
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oned Research) および研究所独自

の自発研究 (Independent Reseaｭ

rch) を行ない，事業部・工場では，

製品開発 (Product Development) 

を行なっている.全社の研究開発の

中で 9 つの全社研究所で行なって

いる研究開発は全体の約 24%"

場・事業部の開発は約76%，である.

全研究所では，依頼研究が約70%，

で，自発が30%，である.中央研究所

で、は，依頼・自発の割合が約50対50

であり，基礎研究所では，すべての

研究が自発である.

工

その中での本研究の位置づけを表わす. 1960年代には，

Disman が“Return-on・Investment (ROI)" の概念を

提唱し，この分野の研究を盛り上げてきた.同年代に，

( 2 ) 研究収益 (RCP) 評価法の設定

表 2 は，研究開発評価システムに関する研究の歴史と
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Atkinson 等による研究プロジェ 表 2 研究開発評価システムの歴史と本開発システムの位置づけ

クトの選択や， Dean 等による R 年

&D リソースの配分に関する研究
提案者

Disman 
がある. 1970年代には， Strokeｭ

Heiskanen , Gainiche 等による

投資効果評価プログラムの安定

性，それらの 6 国比較等がある.

1960's I Atkinson's, Bobis 
Dean, Reopoke 

. I Stolke-Heiskanen 
1970's I 

|Gainiche 

Forster 

Tushman & Moore 

Krough 

Broun & Svensen 

特 徴

Return-On-Investment (ROI) 

研究プロジェクトの選択

R&D リソース配分

院司内在型

|投資効果評価プログラムの安定|
性 6 カ国比較 | 

タイミングとの関係

投資効果評価の全体的サーベイ
3Mのケース:

生産性の面から考案

1980年代になると Broun & 

Svenson による研究開発の効果

を生産性の面から検討する研究

や， Balachandra による評価の

マネジメントへのインパクトに関

する研究等がある.ここまでの研

究は，すべて「外在型J (í内在型J

1980's 戸al一一~_r~_(_1~~9_)_____j__e_a_r_l~__"，~ーャャーls 一一一____J__gJ___g
Hiras千円 I~~~)_______J l:竺三竺三.'/ー竺 I__________J__? 

IRCP法，新R&Dマネジメン
桑原，武田(別8) ト・システム 。

でない)であり， 1988年になって東京大学の平沢教授が

「内在型」の概念を提唱した.これにもとづき，桑原は，

平沢教授とともに検討し，さらに「明示性J の概念を新

たに提案し明示性高い内在裂システム J こそ， 新時

代の要求する研究開発マネジメントシステムがめざすべ

きシステムであることを新たに提唱した.そして，その

具体的システムとして「内在型研究開発評価システム

RCP法J を提唱し，これを実際に企業の研究開発の現

場で実現し分析した.

profit 

Commissioned 
Research 

Profit attributed 
to R&D 

l トー→
I Projcct "i" トー→

¥ 

(3) R&D の Cωt および成果としての利益/研究

収益

(a) 研究開発投資効果評価の考えかた

では，これから，研究収益 (Research Contributedｭ

to・Profit=RCP) 評価法について， その概略を説明す

る.

図 2 は，研究開発の投資と，その結果得られる製品の

利益およびそのうち研究開発の貢献分を表わしている.

横軸は年を表わし，縦軸は上側が利益，下側が研究開発

R&D 
prOJec臼

and 
cost 

一ー一一一J 1st generation 2nd generation 3rd generation 4th generation 5偽 generation

288 (18) 

ト一一一一一一ー
戸ーーーーーーーーーーー一一一

Independent 
ト一一一ーーーー一ーーーーーーResearch 

トーー一ーーーーー一一

図 2 Relationship between R & D cost and the products resuItant profit 

オベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



ー...------Profit Pi .---j 
・--す 1...... - ,R & D Contributed-to-

一 _--r / Profit 
---ー寸'jI

Profit 

R&D 

Cost 

R&D 

Proiects 

t-ll  

f2  I--r ---1 

~ 

ト」斗叫
Yij 

α2 ・乃

Evaluation year 
( yc.) 

一一一→~ year 

ザ R& D Contribu凶ー
盆y;:. to-Profit 

CE・=仁
刊

J: R & D Cost 
Ys' 

図 3 Concept of the RCP Method 

• CE= Cost-Effcctivenc," 

費を表わしている.この図に示すように，研究開発は，

製品の世代に呼応して周期的に近い，波のような様相を

している.下側の横の複数本の線は，各世代の研究開発

のプロジ孟グトを表わしている.

一方，上側の利益曲線の中で，研究開発の貢献分が利

益の下の方に描いた曲線で示されている.

この図が，次に示す“RCP" 法の基本となる考え方を

表わしている.

(b) 研究収益 (Reøeareh Contributed-to-Profit = 

RCP) 評価法の基本概念

図 3 は，“RCP" 法の概念図である.下側が研究開発

費を，上側が研究収益(利益の中で研究開発によるもの

と見なされる分)を表わしている.この図で，たとえば

年度 (Y) の研究収益率を求めるには，分子には (Y)

年度を含めて過去 (d) 年間の研究収益の和を求める.

分母は (Y-l)年度から (d) 年度聞の費用の総和を求

める.そして，分子を分母で割ることにより，投資効果

率が算定される.

研究開発の場合，効果は研究開発が終了してから発生

するが，前の図でも説明したとおり，製品開発が世代を

追って進められるので， この図のような算定方法によ

り， エレクトロニクスの分野で分子に分母の結果の約

70%程度が入ることが，経験的に確かめられている.

( c) 研究収益評価法の基本パラメター

この算定方法で，最も重要なパラメターは，図 4 で示

す各製品の部分比および人員配分率である.

Til 

すなわち，この収益率算定にあた

り，毎年，製品化状況追跡調査の一

環として，工場・事業部から各製品

ごとの部分比(この製品の利益に研

究開発が貢献した割合)および人員

配分率(この製品に関与したいくつ

かのプロジェクトの相対貢献比率)

を出してもらう.通常，工場・事業

部では，相当する依頼研究のスポン

サーとなっている担当研究部長がこ

の任に当たる.したがって，この部

長が研究開発の状況をどれだけ的確

に把握しているかによって，この価

の信憲性が決まる.すなわち，この
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αj : Research contribution to product (j) 

Y'kj : Contribution f actor of research project (i k) I'clatcd to product (j) 
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図 4 Parameters for Cost-Effectiveness Evaluation 
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研究開発評価システムの信頼性・精級度

は，いかに優れた人材を評価者にするかで

決まるともいえる.

(d) 研究収益の芳え方

本“RCP" 評価法の概念の中で，分子の

研究収益の考え方を図示したのが図 5 であ

る. この図で，全体の直方体がある製品

“の売上高を表わす. そのうち， 下方

の部分が利益を向わす.その利益の中で，

手前の点線の部分が研究開発による分であ

る.これは，部分比によって決められる.

さらに，その中で，貢献した 5 つのプロジ

ェクト“A" “ B" “ C" “ 0" “ E" の各貢

献別の取り分をこの点線の区分で示す.こ

れは，人員配分率で決まる.

(4 ) 改善の結果得られた研究開発投資

効果に関する指標の検討

(a) スポンサー“B" の研究収益率

この“RCP" 法により，任意の年度の種々の研究開発

収益率が一意的に求められる.

この他，“ B" 工場対“A" 研究所，製品“ j ぺ製品

“に関する“C" 工場対“A" 研究所等々あらゆる組

合せの研究開発投資収益率が，年度毎に常に一意的に決

まる.もちろん売上や利益は過去の実績データを使用し

て収益率を求めるのであるが，長期計画により将来 5 年

間のデータも毎年更新されて存在する.これを活用する

ことにより過去から未来まで約 15年間程度のいろいろな

角度から見た研究開発投資収益率曲線が得られる.

こうして得られた実際の研究開発投資収益率曲線のい

くつかを以下に示す.ただし，収益率の実際の値は，企

業機密に属するので，データに加工をして示す.すなわ

ち，全体を[ー 1，幻聞に圧縮してある.ただし，全体

万1 心1)
2 

。

}.;'(A ノ

l 
80 81 82 83 84 85 

ー一一歩 ycar 

図 8 EB(A) vs Year (each sponsor) 

288 (20) 

Pr�it is calculated for cach product 

ProiectA B C D E 

denoted as “ Yikj刊

図 5 R & 0 Contribution to Profit 

R & 0 Contributiυn 
句 Profit

(denotc� as “町)

の傾向がわかるように，プラス，マイナスの符号は変え

ないようにした.

(b) “ A" 研究所から見た各種工場の研究収益率の

推移

図 8 は， “ A" 研究所から見た 4 つの工場“ 1" “ 2 " 

“ 3 "“ 4" の収益率の推移を表わす. この図で，工場

“ 3 "の収益率が急速に下降しており， 何か問題があり

そうである.なんらかのマネジメント上の手を打つ必要

を感じる.また工場“ 4 "については収益率がマイナス

であり，やはり何か手を打たねばならないようである.

( c) “ A" 研究所対工場“ 3" の研究収益率の芳察の

掘り下げ

さで“A" 研究所対 4 つの工場との投資効果評価図で

工場“ 3 "“ 4" は“問題あり"との判断であった. そ

こでこれら 2 つの工場との研究開発の関係についてさら

に掘り下げて考察をしてみたい.まず“A" 研究所対工

場“ 3 "についてであるが，将来の曲線まで描いてみる

と全体の大きな傾向・流れが見えてくる.これが図 7 で

ある.すなわち，過去からの傾向では，今後もさらに相

当下降すると思われるが，将来の予想(希望)では，逆

にかなり上昇することになっている. しかしこの工場と

“ A" 研究所との依頼研究に関して， 特別に新しいマネ

ジメント上の手を打っているわけではない. したがっ

て，自然にこのように改善するとは思われない.やはり

ここで何らかの新しい施策が必要である.実際，この工

場との依頼研究は小殺のものばかりで，重点化が不十分

であった.またほとんど利益のなくなった古い製品に関

オペレーションズ・リサーチ
© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



Cost-
Eff，配tiveness

Future curve achieved by new 

Target 
Cost-Effectiveness 

/ 
/ノPossible future 

_<,,/ Cost-E貸出.tiven田S，
.-::~____J.~____'" with no special 

Present Cost-Effectiveness 
managerial actions 

taken 

Past Present Future 一一ー year 

図 7 Case Study: Sponsor B(3)'s R & D Cost-Effectiveness 

する依頼研究をなかなか切れずに困っていた.この収益

率評価をもとにして大きなマネジメントの施策を行なっ

た結果，工場“ 3 .は立ち直った.

(5 ) 第 1 の改普方向の施策結果のまとめ

以上の改善施策およびそれを適用したシステムの分析

を通して，以下のことがし、える.

・研究収益 (RCP) 評価法の評価システムとしての信頼

性を高めるため次の施策を実施し有益な結果を得た.

*r内在住j を高める施策

人材ローテーションの活用

研究分室制度の活用

*r明示性j を高める施策

研究連絡会議の運営の改善

研究開発評価委員会の設置

• r内在型J 研究開発投資効果評価システムの分析によ

りマネジメント上の多くの示唆が得られ，新しい研究

開発の方向づけに役だっている.具体的には次の通り.

女研究開発におけるマネジメントの指針が得られる.

特にシステムの「内在性」による“Human-orien

ted" な把握により“Scientific Management" の

みでは抱揮困難な複雑な状況の認識が可能である.

*r内在型J 研究開発評価システムのためには，キイ

となるパラメターの正確な把握が必要である.この

抱撞の正確さは評価者J の資質に依存する. し

たがって，システムの精級化にとって最も重要なこ

とは，数式をより詳細に記述する等の“Scientific

ンを行なう等の“Human-oriented" な施策である.

*経営者は，この評価結果を素材にして，各部署での

優先度の高い指標数値を中心に「評価者j とインタ

ラクティプなディスカッションを行なう.この過程

もシステムの「内在住J そのものであり，この中か

ら最も適切な意思決定が行なわれる.

2.3 第 2 の改善方向の具体例

ここでは「内在型j システムを「明示的J に実行する

新しい研究開発マネジメントシステムをいくつか例示

しその内容を検討する. これらのシステムでは対象が

「人J のファグターを本質的に含む.そしてこの「人J

のファクターを f抽象化表現せずJ に直接システムに取

り入れる (r内在型J) ことにより，かえってシステムと

して確度の高いものになっている.これらのシステムは

“Checkland" のチャートでは領域“m" に属する.

( 1 ) 具体的システムの内容

(a) r内在型J ト'"プマネジメント行動指針: 0.ｭ

Site poliey 

まず， トップマネジメントの行動指針として， “ On

site Policy' が挙げられる. これは， トップが， 現場

へ足を運んで，研究者と直接対話をするものであり，い

わゆる“Open Po1icy" を越えるマネジメントであると

いえる.単なる“Open Policy" では， トップが部下の

研究者を自分の部屋に呼び，話し合うケースが多いが，

これでは，真に優れた研究者がくるかどうかわからな

い.特に，日本の研究所の場合そうである.すなわち，

Management" の施策ではなく[有能な評価者」を “ Open Policy" では， フィルターがかかってしまうこ

f適切な部署」に配置し，十分なコミュニケーショ とがよくある.
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表 3 第 1 の改善方向「内在性J 向上施策 *:新規設定

評価システム 向上施策 結 果

食研究収益(RCP)評価法|人材ローテーションの活用 |評価者の資質向上
研究連絡会議の運営改善 l 

ポートフォリオ法 !優秀な研究者を評価者とし，同時に研|研究テーマのきめ細かな事
究室を兼任 |前評価

女プロジェクト中間評価法 l 研究連絡会議の他にインタビューアセ|信頼できる警告信号制
スメントを加え，運営形式において実

務者聞の議論および関連事業部営業部

門の参加を実施

宮崎時点価値評価法(TVM)

特許仮想実施料評価法

リスタファクタ一決定者の厳選 I RCP法の信頼性向上
特許部への意図的人材ローテーション|国内外の出願時における，

の活用 |より的確なランクづけ

( b) ヒ aーマンコミュ二ケーションの重視

・Dynamic な人のローテーション:優秀な人材を研究

所から工場・事業部へ積極的に移して，研究所との聞

に好バッテリーベアを形成する.また併せて，これに

より他部門経験者のマネージャーへの登用を行なう.

・常に「人J を伴う技術移転.たとえば，研究分室によ

り，研究者と技術者が一体となって製品開発に従事

し，製品化の段階で問題が生じないようにする.

また，プロダクトマネージャー制度では，ある研究者

または技術者が，製品開発の最初から最後まで責任を

もって一貫して面倒見る，というシステムであり，コ

ミュニケーションの上でのトラプルを最小におさえる

ことを狙う.

・企業内教育を通してのヒューマンネットワークの形

成.これは，社内の研修所での技術の研修により，重

要技術分野における社内講師と生徒間，生徒と生徒聞

のヒューマンネットワークの形成を狙う.

( c ) シナジーの国成

・特別研究制度(特研)は， この代表格. 戦略的な製

品，技術を，研究所，工場，事業部，営業所等が一体

となって，全社的な大きな (50ー 150人/プロジェク

ト)プロジェグトを組み，重点的にすばやく研究開発

を行なう.

eHIVIPS プログラム. これは， 外国人研究者受け入

れ制度.年に約50人程度の外国人研究者を，平均 1 年

間研究所へ受け入れ，日本人研究者との異文化交流に

よるシナジー効果を狙う.実際に，多くの分野で実績

が上がっている.

(d) 個の尊.

・“Three Ladders System" 
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これにより，研究者，技術者はそれぞれの得意とする

方向にむかつて希望をもって進むことができる.

・HAKURAKU マネジメント

このマネジメントは，研究者の資質をできるだけ早期

に察知して，その最も適切な方向に研究者を激励しか

っ応援するというマネジメントである.特にこの中

で，個人の個性を大切にして“Me， too" の考え方を

できるだけ避け，研究者の能力を最大に伸ばすことに

力点を置し これにより，従来のやりかたで生じた

“ Me , too syndrome" 等は生じないと思われる.

( 2 ) 第 2 の改善方向施策により得られた結果

第 2 の改善方向の施策により，従来の日本型マネジメ

ントシステム( í内在性J が強い)を，主として「明示

性J を付与，強化することにより，よりグローパルで普

遍的なシステムに仕上げることができることを示した.

また，実際の現場での施行を通じて，その改善の具体的

ステップがより明確になった.

2.4 í内在型研究開発評価システムJ の展開のまとめ

第 1 の改善方向の施策として，どのようなことを行な

し、，その結果どのように改善されたかを表 3 に，また第

2 の改善方向の施策に関する同様の検討を表 4 にそれぞ

れまとめておく.

3. 結論

(1) 新しい時代，特に「研究産業時代J ， í研究開発のグ

ローパノレ化の時代J に求められる研究開発マネジメン

トの新しい枠組みを構築するために，新しい、ンステム

概念「内在性J í明示性j を提案した. そして， これ

らの概念により，従来の研究開発マネジメントシステ

ム人J のファクターを重視する日本流研究開発マ
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表 4 第 2 の改善方向「内在性J r明示性J 向上縮策 *:新設

評価システム 向上施策 結 果

女On-site Policy Open-door Policy の対案とし|新しいシード技術の発掘

て設定

女プロダクト・マネージャ

制度

「内在型j システムの中核になる|製品開発における技術移転の高

人に“ PM" になってもらう |い成功

企業内教育制度の運営 異分野の参加者と社内講師全員に|講師間，参加者聞にわたるヒュ
よる合宿討論の機会設定 |ーマンネットワークの形成

特別研究制度(特研) “RCP" 評価法による制度運営|戦略的開発の“RO 1" 観点か

への支援 j らの評価が容易

*HIVIPS 基礎・基盤分野における外国人研|異文化交流によるシナジーの高

究者の滞在研究プログラムの設定|揚

食HAKURAKUマネジメ|早期に個性を見抜くシステムの設|研究の総合 Potential 向上，

ント |定 I lnnovation 輩出

ネジメントシステム，および新しい時代のマネジメン

トシステムの聞の関連性や位置づけおよび特に， r改

善の方向性J を明らかにした.

(め 「内在型j 研究開発評価システムを具体的に提案・

実施し，その分析を行なった.そして，研究開発評価

における“Scientific Management" の限界と「内

在型J システムの有効性についての具体的知見を得る

ことができ，かっ，このことについて認識を深めた.

すなわち， “Scientific" なマネジメントに対しては，

「内在性j の付与強化により， また， 日本流の直感に

よるマネジメントに対しては明示性」の付与強化

により，システムの改善を行なった.

(め これらの分析結果をベースに内在型研究開発評

価システム j の研究開発マネジメントへの活用につい

て検討し， トップマネジメントと[評価者J とのイン

タラクティプな対話により早期警告信号」や「将

来の主流製品の芽の早期察知J 等に関する有効な指針

を得る確信を深めた. さらに研究産業時代j に求

められる新しい研究開発マネジメントシステムについ

て考察した.
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